
趣 旨

 高等学校には多様な入学動機や進路希望、学習歴、背景を持つ生徒が在
籍しており、多様な実情・ニーズに応じた学びの実現が必要。

 生徒の学校生活への満足度や学習意欲は中学校段階に比べて低下しており、
高等学校における教育活動を、高校生の学習意欲を喚起し、その能力を最
大限に伸長するためのものへの転換することが急務。

 大学入学や就職などの出口のみを目標とすることなく、多分野に関する理解や、
新たなことを学び、挑戦する意欲を育むための学びが不可欠。

 産業社会や社会システムの激変、少子化の進行等の社会経済の有り様を踏
まえた高等学校の在り方の検討が必要。

１．高等学校を取り巻く現状と課題認識

新時代に対応した高等学校教育の在り方（論点整理）概要
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新しい時代の高等学校教育の

在り方ワーキンググループ

２．新型コロナウイルス感染症の感染拡大を通じて
再認識された高等学校の役割・在り方

 各教科の知識・技能の教授以外にも、生徒にとって安全・安心な居場所を提
供するという福祉的機能や、社会性・人間性を育むという社会的機能をも有す
るという高等学校の多面的な役割・価値を再認識。

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、生徒が長期間登校できない状
況下において、ICTも最大限活用した学習保障の必要性が顕在化。

 対面指導かICT活用かという二元論に陥ることなく、最適な組合せにより、多
様な生徒を誰一人取り残すことのないよう、個別最適化された学びと、社会と
つながる協働的・探究的な学びの実現が必要。

20年後・30年後の社会像・地域像を見据えた高等学校教育の推進方策
 将来社会を牽引する人材の育成のためには、国内外の大学や企業、地元自治体等の関係機関とも連携して学校外の教育資源も最大限活用した高度な学びを
提供することが必要であり、また、多くの学校において高度な学びにアクセスすることを可能とするための学校間ネットワークを構築。

 中山間地域や離島などの地域に立地する高等学校は、自宅から通学可能な唯一の高等学校として、多様な生徒のニーズに応えるための役割が求められることから、
ICTも活用して複数校がそれぞれの強みを共有することにより、地理的制約を超えて多様かつ質の高い学びの機会を提供。

 公立高等学校の配置を含めた在り方については、都道府県において、高等学校が持続的な地方創生の核としての機能をも有するという意識を持ちつつ、地域社会
の関係機関と丁寧な意見交換を通じて、教育水準の維持・向上に向けて検討することが必要。その際、総合教育会議等を活用した首長部局との連携も有効。

スクール・ミッションの再定義／スクール・ポリシーの策定
 各設置者が、各学校の存在意義や期待される社会的役割、目指すべき学校像をスクール・ミッションとして再定義。

 各学校は、スクール・ミッションに基づき「卒業の認定に関する方針」「教育課程の編成及び実施に関する方針」「入学者の受入れに関する方針」の３つのスクール・ポリ
シーを策定・公表し、カリキュラム・マネジメントを通じて教育活動を一貫した体系的なものに再構成。

地域社会や高等教育機関等の関係機関との協働
 各高等学校のスクール・ミッションや実情等に応じ、地方公共団体、高等教育機関、企業や経済団体、NPO法人や福祉機関等との連携を推進。例えば、地域を支
えるために必要となる力の育成を目指す学校においては、地方公共団体等との協働体制であるコンソーシアムを構築し、地域を題材とした探究的な学びを提供。

３．各学科・課程に共通して取り組むべき方策

これらの前提を踏まえ、３.及び４.の方策を実施

個々の授業における個に応じた指導という側面に加え、生徒の興味・関心等に応じた学校選択や科目選択を可能・容易にするという側面からの個別最適化
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学科の特質に応じた教育実践の充実強化

 総合学科においても、多様な科目開設を通じた主体的な学習を促す教育活動を更に推進するため、「産業社会と人間」を核としつつ、３年間の授業を系統的に実
施することが必要。多様な科目開設を実現するために、ICTも活用して他校の科目を履修して単位認定する仕組みの活用や、外部人材の活用を推進。

定時制・通信制課程での多様な学習ニーズに応じた取組の推進方策
 制度創設時と異なり、勤労青年以外にも多様な生徒を受け入れてきた定時制・通信制課程の現状を踏まえ、多様な学習ニーズに応じてより一層きめ細かく対応で
きるよう、 SC・SSW等の専門スタッフの充実や関係機関との連携を図るとともに、ICTを効果的に利活用した指導方法等の検討・支援。

高等学校通信教育の質保証方策
 通信制高等学校で学ぶ全ての生徒が適切な教育環境の下で存分に学ぶことができるよう、点検調査等を通じて明らかとなった課題等を踏まえた質保証を徹底。

• 教育課程の編成・実施の適正化
…各年度における添削指導・面接指導・試験の年間計画等を「通信教育実施計画」（仮称）として策定・明示することを義務付け。
…面接指導は少人数で行うことを基幹とすることや、集中スクーリングにおいて1日に実施する面接指導の時間数を適切に定めること、多様なメディアを利用して行う
学習の報告課題等に対する観点別学習状況の評価の実施、試験の実施時間・時期を適切に設定することなどを明確化。

• サテライト施設の教育水準の確保
…実施校の責任下におけるサテライト施設の把握・管理、情報開示の徹底。面接指導等実施施設の共通の基準に関して実施校と同等の教育環境を確保。

• 多様な生徒にきめ細かく対応するための指導体制の充実
…養護教諭・SC・SSW等の専門スタッフの充実や関係機関等との連携促進を図るとともに、きめ細かく指導・支援を実現するための教諭等の人数の明確化。

• 主体的な学校運営改善の徹底
…法令に基づく学校評価の実施・公表の徹底とともに、「自己点検チェックシート」(仮称）に基づく自己点検の実施・公表。
…教員・生徒・教育課程・施設設備等に関する学校の基本情報の開示を義務付け。ICTを基盤とした先端技術の効果的な活用に向けた実証研究の実施。

４．学科・課程の特質に応じた教育実践の充実強化

 高校生の約７割が在籍する普通科においても、一斉的・画一的な学びではなく、生徒の能力や興味・関心等を踏まえた学びを提供するという観点から、各学
校の特色・魅力化の取組に応じて、「普通教科を主とする学科」として普通科のほかに、下記のような学科を設置者の判断によって設置することを可能化。

• SDGsの実現やSociety.5.0における現代的な諸課題への対応を図るために、学際科学的な学びに重点的に取り組む学科
…現代的な諸課題等に対応した領域横断的な教育を系統的に実施することや、高等教育機関や国際機関等との協働体制の構築を要件化

• 地域や社会の将来を担う人材の育成を図るために、地域社会が抱える課題の解決に向けた学びに重点的に取り組む学科
…地域課題等をテーマとした探究的な学びを３年間系統的に実施することや、地元自治体・企業等とコンソーシアムを構築すること、高校と地域を繋ぐコー
ディネーターを配置することなどを要件化

• その他普通教育として求められる教育内容であって特色・魅力ある教育を実現すると認められる学科

普
通
科
改
革

 経済団体等の産業界を核とし、地域の産官学が一体となって将来の地域産業界の在り方や高校段階での人材育成の在り方を検討するとともに、それらに基
づく教育課程の開発・実践を推進。

 最先端の職業教育を行うためには、施設・設備の充実が不可欠であり、設置者による計画的な整備や国・地方公共団体における財政的措置の充実が重要
であるとともに、地元企業等の施設の活用等の様々な工夫による最先端の施設・設備に触れる機会の創出も有効。
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